
（別添１）

令和　２年　１月３０日

協議会名：

評価対象事業名：

①補助対象事業者等 ②事業概要
③前回（又は類似事業）の
事業評価結果の反映状況

⑥事業の今後の改善点
（特記事項を含む）

【補助対象となる事業者
名等の名称を記載】

【系統名・航路名・設備名、運行（航）区間、整備内
容等を記載（陸上交通に係る確保維持事業におい
て、車両減価償却費等及び公有民営方式車両購
入費に係る国庫補助金の交付を受けている場合、
離島航路に係る確保維持事業において離島航路
構造改革補助（調査検討の経費を除く。）を受けて
いる場合は、その旨記載）】

【事業評価の評価対象期間
において、前回の事業評価
結果をどのように生活交通確
保維持改善計画に反映させ
た上で事業を実施したかを記
載】

A
・
B
・
C
評
価

【計画に基づく事業が適切に実施
されたかを記載。計画どおり実施
されなかった場合には、理由等記
載】

A
・
B
・
C
評
価

【計画に位置付けられた定量的
な目標・効果が達成されたかを、
目標ごとに記載。目標・効果が達
成できなかった場合には、理由等
を分析の上記載】

【事業の今後の改善点及びより適切な目標を記
載。改善策は、事業者の取り組みだけでなく、地
域の取り組みについて広く記載。特に、評価結果
を生活交通確保維持改善計画にどのように反映
させるか（方向性又は具体的な内容）を必ず記載
すること。】
※なお、当該年度で事業が完了した場合はその
旨記載

岐阜乗合自動車株式会
社

買い物循環線　東回り

岐阜乗合自動車株式会
社

買い物循環線　西回り

岐阜乗合自動車株式会
社

市街地病院循環線　東回り

岐阜乗合自動車株式会
社

市街地病院循環線　西回り

岐阜乗合自動車株式会
社

わかくさ・小金田線

岐阜乗合自動車株式会
社

わかくさ・小金田線
百年公園経由

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価（生活交通確保維持改善計画に基づく事業）

関市公共交通活性化協議会

地域公共交通確保維持事業（陸上交通における地域内フィーダー系統及び離島航路）

④事業実施の適切性 ⑤目標・効果達成状況

マイカーから公共交通への
転換意識を醸成し、さらなる
利用促進を図った。

A
事業は計画に基づき適切に実施
された。

A
利用者数45,257人(前年比156人
↑)
収支率16.5%(前年比0.2%↑)

マーゴを中心にバローやゲンキーなど
買い物利用者が多いだけでなく、中濃
厚生病院に通う通院利用者を取り込め
ている。さらに、安桜山公園展望台完成
などにより利用者数が増加した。
運行継続。より利便性の高い移動サー
ビス確保のために1時間に1本以上運行
できるよう増便したい。

これまでの事業評価、路線
別評価の結果を受け、見直し
のため、利用実態を把握する
目的で乗降調査を実施。平
成30年度第2回関市公共交
通活性化協議会において、
路線案について協議した。

A
事業は計画に基づき適切に実施
された。

Ｃ
利用者数9,932人(前年比1,132人
↑)
収支率5.7%(前年比0.3%↑)

利用者数は同じ市街地路線である買い
物循環線の20%程度に留まっている。結
果、病院循環線の役割が果たせていな
い。
市街地の他の路線も含めた見直しの中
で発展的に解消したい。

これまでの事業評価、路線
別評価の結果を受け、さらな
る利用促進を図った。

平成31年4月～
「保明」休止
「ｹｱﾊｳｽあかつき南」休止
「保明(臨時)」新設

A
事業は計画に基づき適切に実施
された。

Ａ
利用者数16,303人(前年比9人↓)
収支率8.4%(前年比0.4%↓)

津保川台や虹ケ丘などの団地と、マーゴや
ベイシアなどの商業施設を結ぶ市民の生活
の足として機能している。しかし、平成29年
10月から追加した百年公園バス停の利用者
が減少しており、バス停新設の効果が定着
していない。
運行継続。沿線住民や百年公園利用者に
対するPRを行い、マイカーから公共交通へ
の転換意識を醸成し、さらなる利用促進を
図る。
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岐阜乗合自動車株式会
社

わかくさ・千疋線
中濃厚生病院～中濃厚生病院

岐阜乗合自動車株式会
社

わかくさ・千疋線
大平台タウン～中濃厚生病院

岐阜乗合自動車株式会
社

わかくさ・千疋線
中濃厚生病院～大平台タウン

岐阜乗合自動車株式会
社

わかくさ・千疋線
中濃厚生病院～中濃厚生病院
百年公園経由

岐阜乗合自動車株式会
社

わかくさ・千疋線
中濃厚生病院～大平台タウン
百年公園経由

岐阜乗合自動車株式会
社

関板取線　寺尾経由

岐阜乗合自動車株式会
社

関板取線　山県経由

これまでの事業評価、路線
別評価の結果を受け、さらな
る利用促進を図った。

A
事業は計画に基づき適切に実施
された。

C
利用者数8,279人(前年比637人
↓)
収支率6.0%(前年比0.8%↓)

国道248号線沿いの他、太平台及び千
疋などの団地の住民が買い物や通院で
利用できる生活の足として機能してい
る。しかし、買い物利用者の減少や、平
成29年10月から追加した百年公園バス
停の利用者も減少しており、バス停新
設の効果が定着していない。
運行継続。沿線住民や百年公園利用者
に対するPRを行い、マイカーから公共
交通への転換意識を醸成し、さらなる利
用促進を図る。

これまでの事業評価、路線
別評価の結果を受け、中学
生に対して利用促進を図っ
た。

A
事業は計画に基づき適切に実施
された。

Ａ
利用者数54,537人(前年比1,512
人↑)
収支率13.7%(前年比0.4%↑)

関高校、山県高校及び美谷学園などへ
の通学や沿線企業への通勤の利用者
が多く、市民の生活の足として定着して
いる。
運行継続。沿線住民に対するPRを行
い、マイカーから公共交通への転換意
識を醸成し、さらなる利用促進を図る。
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令和　２年　１月３０日

協議会名：

評価対象事業名：

地域の交通の目指す姿
（事業実施の目的・必要性）

事業実施と生活交通確保維持改善計画との関連について

関市公共交通活性化協議会

地域公共交通確保維持事業（陸上交通における地域内フィーダー系統及び離島航路）

　関市の高齢化率は年々上昇しており、特に中山間地域では、高齢化率が30％を超え、高齢化、過疎化の進展が著しい状況にあります。また、少子化により、通学で
公共交通を利用する機会の多い高校の生徒数は、平成12年以降、減少傾向が続いています。
　このような状況の中、公共交通サービスを維持確保するためには、より多くの市民が公共交通を利用する必要があり、まちづくりと一体となった公共交通の利用促進
が求められます。実現するためには、利用しやすい交通体系の構築が必要となり、市民ニーズに応じた生活交通を確保すること目的として、平成28年度に策定した関
市地域公共交通網形成計画に基づき、地域公共交通確保維持改善事業に取り組んでいきます。


